
【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

結婚相談事業 1,733

結婚希望者の出会いの機会の提供や結婚に対する機
運醸成のため、結婚相談の実施や婚活イベントの開
催を行い、支援を図る。

結婚相談員報酬　1,271千円
費用弁償　148千円
婚活イベント運営委託等　300千円
結婚相談事業消耗品等　14千円

特定不妊治療費等助成事業 4,700

医療保険の対象外で高額な不妊治療費用の一部を助
成することにより、不妊治療に取り組みやすい環境
を整える。

特定不妊治療費の助成　４，６５１千円
男性不妊検査費の助成　　　　４９千円

子育て世代包括支援事業
【拡充】

5,120

子育て世代の市民が安心して子どもを産み育てられ
る環境づくりを推進するため、妊娠期から子育て期
にわたるまでの切れ目のない支援を行う。
また、産後ケアについて令和3年度から訪問型によ
る支援を開始する。

会計年度任用職員給与・手当等　4,329千円
産後ケア事業委託料　550千円他

産前産後ヘルパー派遣事業 544

妊娠期又は産後期において、家族等から十分な家事
又は育児の援助が受けられない母親等の負担軽減を
図るため、家事及び育児を援助するためホームヘル
パーを派遣する。

産前産後ヘルパー委託料　538千円他

子ども医療費助成事業 228,904

子どもの保健対策の充実及び保護者の経済的負担の
軽減を図るため、中学生までの医療費、調剤費等の
一部を助成する。

医療扶助費　220,349千円
審査手数料　7,708千円他

ひとり親家庭等医療費等助成
事業

15,881

母子家庭の母・父子家庭の父・ひとりで児童を養育
する養育者及び18歳の年度末までの児童などに対
し、医療費、調剤費等の一部を助成する。

母子家庭扶助費　15,881千円

放課後児童クラブ支援事業 120,060

保護者が昼間家庭にいない小学生に、放課後の適切
な遊びと生活の場を提供するため、放課後児童クラ
ブの運営と民設放課後児童クラブへの助成を行う。

放課後児童クラブ補助金（11クラブ）
　　　　　　　　　　　85,314千円
指定管理料　33,846千円他

多様なニーズに応じた保育
サービス事業

67,211

児童を持つ保護者が安心して子育てできるよう、多
様なニーズに対応した一時預かり、延長保育、休日
保育、病児・病後児保育など各種保育サービスを実
施する。

私立保育所等運営費補助金　58,652千円
公立保育所会計年度任用職員給与等
　　　　　　　　　　　　　  8,559千円
（根形保育所で一時預かり保育を実施）
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【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

保育所入所待ち児童支援事業 3,840

保育所の入所要件が整っているにもかかわらず、定
員に空きが無いなどの理由で、入所持ちとなった児
童が、一時預かり事業、認可外保育施設を利用しな
がら希望する保育所の入所を待つ場合、利用した施
設に支払った費用の一部を助成する。

保育所入所待ち児童補助金　3,840千円

私立保育施設等整備助成事業
【新規】

315,358

増加する保育ニーズに対応するため、民間事業者に
よる認可保育所、小規模保育事業等の施設整備費の
一部を助成することで、子育て環境の整備を推進す
る。

工事等補助金（小規模保育事業分）
　　　　 　　 52,500千円
工事等補助金（認可保育所（創設）分）
　　　　　　215,605千円
工事等補助金（認可保育所（賃貸改修）分）
　　　　      　47,250千円 他

ファミリーサポートセンター
事業

5,056

地域の子育て環境の向上を図るため、育児援助の希
望者（利用会員）と援助希望者（提供会員）が会員
となり、地域における育児の相互援助活動を推進す
るファミリーサポートセンターを運営する。

会計年度任用職員報酬・期末手当等
　　　　　　　　4,642千円他

地域子育て支援拠点事業 52,954

児童を持つ保護者が安心して子育てできるよう、子
育て支援センターを運営する私立保育施設へ助成を
行う。また、平川地区の幼保連携と併せて子育て支
援センターの設置を検討する。

私立保育所等運営費補助金　47,286千円
そでがうら子ども館会計年度任用職員報酬
　　　　　　　　　　　　　  3,223千円他

小中学校基礎学力向上支援教
員配置事業

37,245

学校現場では学力の個人差が大きな問題となってい
る。そこで、教員免許状を有する講師を市独自に採
用し、個別指導を推進し、個に応じたきめ細かな指
導を行う中で基礎学力の向上を図る。
※市内各小中学校各1名配置

（小学校）小学校基礎学力向上支援教員報酬他
　　　　　21,942千円
（中学校）中学校基礎学力向上支援教員報酬他
　　　　　15,303千円

小中学校体験活動推進事業 14,881

自然体験活動を通して、感動する心や協調性、思い
やり、自主性などを培い、心豊かなたくましい児
童・生徒を育成するとともに、災害時における環境
等の変化にも対応できる能力の向上を図る。
対象：小学5年生、中学2年生

（小学校）一般補助金　  3,963千円
（中学校）一般補助金　10,918千円



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

小中学校読書教育推進事業 26,682

学校図書館に学校司書を配置し、児童・生徒の読書
意欲を高めるとともに、図書館用コンピュータ設
置、図書流通システムを運用することにより、学校
図書館の機能を高め、蔵書の有効活用及び読書教育
の推進を図る。

（小学校）学校司書報酬・図書購入費他
　　　　　　　　　　　16,180千円
（中学校）学校司書報酬・図書購入費他
　　　　　　　　　　　10,502千円

学校体育推進事業 4,579

生涯体育の基礎を担う義務教育課程において、児童
生徒が生涯にわたって心身の健康を保持し、豊かな
スポーツライフを実現するための資質・能力の育成
を図る。

学校体育指導研修会講師謝金・報償金
　　　　　　　　　　　2,000千円他

小中学校情報教育推進事業
【一部新規】

54,179

高度情報化社会に対応する児童・生徒を育成するた
め、コンピュータ機器を整備し、コンピュータの理
解と活用を図る。また、教科学習に積極的に活用
し、学習効果を高めるとともにコロナ禍においても
学習を支援し、個に応じた教育を推進する。

（小学校）コンピュータ機器賃貸借料他
　　　　　　　　　　　19,435千円
（中学校）コンピュータ機器賃貸借料他
　　　　　※大型提示装置購入
　　　　　　　　　　　34,744千円

学校ＩＣＴ教育支援事業
【拡充】

30,202

コロナ禍においても学習を支援し、市内小中学校の
教育活動の充実を図るため、教育用ネットワーク
(ウグイスネット)を運用することにより、インター
ネット接続サービス・各種情報提供・学習活動への
支援を行う。

・奈良輪小学校増築校舎無線LAN整備工事
　　　　　　　　　　　9,253千円
・学校ICTインストラクター１名増員
　会計年度任用職員報酬（２名分）
　　　　　　　　　　　3,707千円他
一般使用料及び賃借料　2,568千円他

外国語教育支援事業 55,536

外国語指導助手を活用し、幼稚園・小学校の体験的
外国語活動及び小・中学校の外国語教育の充実を図
り、児童・生徒のコミュニケーション能力を養うと
ともに、国際性豊かな児童生徒の育成を図る。

外国語指導助手（ＡＬＴ）９名の派遣（公立幼稚
園、全小中学校への配置）
会計年度任用職員報酬（１0名分）
　　　　　　　　　　　　38,360千円他

小中学校特別支援教員活用事
業

65,126

全小中学校に特別支援教員や児童支援員を配置し、
特別な支援を要する児童・生徒の学習・生活上の指
導・支援を行うことで、学力や社会性及び基本的な
生活習慣の定着を図る。

（小学校）小学校特別支援教員報酬他
　　　　　　　　　　　　49,200千円
（中学校）中学校特別支援教員報酬他
　　　　　　　　　　　　15,926千円



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

教育相談事業 1,348

不登校・いじめや幼稚園・学校の生活をはじめとす
る悩み相談に対応するため、「電話相談」「個別相
談」「うぐいす教育相談」により相談者をはじめ家
庭･学校を含めた支援を行う。

会計年度任用職員報酬（１名分）792千円
その他委託料　　　　　　　　　255千円他

教育支援教室運営事業 7,357

不登校児童・生徒の社会参加のため、個別指導及び
小集団活動を通して人間関係作りのスキルアップを
図るとともに、学校・保護者と連携を図りながら社
会生活への適応を図る。

会計年度任用職員報酬（4名分）4,877千円他

小学校スクールカウンセラー
活用事業

8,202

市内全小学校にスクールカウンセラーを配置し、児
童・保護者・教職員に対して、専門的な見地から相
談・助言を行うことにより、いじめや不登校、学校
生活の諸問題等の予防・改善を図る。

スクールカウンセラー報酬  7,953千円他

子どもを育む、学校・家庭・
地域連携事業

324
学校支援ボランティアを育成しながら、その活用を
図る。また、地域に開かれた学校を目指して、学校
の情報を発信する。

児童・生徒指導センター運営
事業

3,936

児童・生徒の問題行動に係わる諸課題に対して、警
察署等の関係機関と学校がスムーズに連携できるよ
うに連絡調整を行い、それらを効果的に解決してい
く。また、学校の安全について、専門的な見地から
学校を支援することで、市内児童・生徒の安全の確
保を図る。

会計年度任用職員報酬（２名分）
　　　　　　　　　　　3,512千円他

市民三学大学講座 1,027

著名人を迎えた公開講座を開催し、いつでも誰でも
学ぶことができる生涯学習社会の実現を目指す。

講師・手話通訳者派遣手数料　898千円他

家庭教育総合推進事業 480

子どもの発達段階に応じた子育てに関する学習機会
の提供と、子育てに孤立することがないよう、同じ
年代の子どもを持つ保護者の仲間づくりを目的とし
て、市民会館・各公民館で家庭教育学級を実施す
る。

乳幼児家庭教育学級（未就学児の保護者対象）
　　　　　　　　　　　　　110千円
小学校家庭教育学級（小学生の保護者対象）
　　　　　　　　　　　　　114千円
中学校家庭教育学級（中学生の保護者対象）
　　　　　　　　　　　　　　92千円他
ワーキングママ支援講座他　１６４千円

読書普及事業 961

読書に関する様々な講座・講演会を開催し、より広
範囲な市民の図書館利用の促進と、読書の質的向上
を図る。また、図書館の事業に市民がボランティア
として積極的に参加できる場を設け、事業の充実と
利用の拡大を図る。

講座等報償金・報償物品　114千円
需用費（消耗品等）　　　773千円他



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

地域人材育成講座
【拡充】

260

地域における課題は多様であり、袖ケ浦市や各地区
の課題を絞り込み講座を実施して、講座終了後には
受講者による自主的な学習活動が展開できるよう支
援する。
根形公民館で先行して開催した講座を、市民会館、
各公民館での開催に拡大する。

講座報償金・報償物品　203千円
需用費（消耗品等）　　  40千円他

生涯学習ボランティア促進事
業

2,106

社会教育推進員等の生涯学習ボランティアと協働
し、市民の主体的な学習を一層支援するとともに、
多様化する学習ニーズに対応するため、各種ボラン
ティアの養成に取り組む。

社会教育推進員及び講師謝金　1,940千円他

放課後子供教室推進事業 2,527

次代を担う人材の育成のため、小学校の余裕教室等
を活用し、地域住民の協力を得て、放課後に多様な
体験活動を行い、地域全体で子どもを育む環境づく
りを推進する。

社会教育指導員報酬　1,087千円
コーディネーター等謝金　1,233千円他

総合型地域スポーツクラブ活
性化事業

3,533

地域スポーツ振興による地域住民の交流促進、市民
の誰もが「いつでも、どこでも、いつまでも」生涯
にわたってスポーツに親しめる場である総合型地域
スポーツクラブ活動の活性化を図るため支援する。
また、袖ケ浦市総合型地域スポーツクラブ連絡協議
会との協働により「ウォーキングフェスタ」を実施
する。

補助金（5クラブ）2,989千円
総合型地域スポーツクラブ運営関連事務報償金
　　　　　　　　　110千円他

スポーツツーリズム推進事業 4,093

市内の体育施設等を活用して、プロ・社会人・高
校・大学などの大会や合宿を誘致することで、市民
に質の高いスポーツを「観る」機会を提供し、ス
ポーツ参加の意識醸成を図る。

小中学校オリパラ観戦送迎バス委託料等
　　　　　　　      　　　3,094千円
プロ野球招致事業補助金　　600千円他

芸術活動普及事業 527

市民主体で開催する袖ケ浦美術展の助成及び支援を
行うことで、市民が文化・芸術活動に自主的に参加
する機会を提供する。
また、地域に根差した文化・芸術活動事業を実施す
る市内団体に対して、後援などの支援を行い、市内
の文化芸術活動の充実を図ることを目的とする。

袖ケ浦美術展開催事業補助金　520千円他

山野貝塚保存活用事業 27,562

国史跡山野貝塚保存活用計画に基づき確実に保存す
るとともに適切に活用するために、山野貝塚の発掘
調査及び関連調査により整備の具体的な方法につい
て検討する。また、ボランティア組織を立ち上げ持
続的な史跡の管理運営体制を整える。

土地購入費　　　5,721千円
補償費　　　　　6,936千円
環境整備関係費　8,075千円他



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

総合的な文化財の保存・活用
事業

5,618

市内の文化財について、調査研究を行い、重要なも
のについては、指定文化財として保護する。また、
出土遺物の再整理や劣化しやすい資料の保存処理
や、文化財所有者が行う修理及び維持管理の補助等
により、文化財の適切な保存・管理を行う。さら
に、展示会や案内板設置・広報等を通じて文化財の
周知を図ることで、地域の文化や歴史への理解や郷
土愛の醸成を深める。

指定文化財管理等委託料及び維持管理事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　1,081千円
出土品再整理事業費及び展示会費　2,430千円他

地域資料管理活用事業 3,101

地域に残された資料（埋蔵文化財・歴史資料・民俗
資料・産業資料・自然資料等）を収集・保管し、博
物館収蔵資料（古文書等）と併せて保存修復・デー
タベース化を進め、適切な管理をして、その資料を
博物館での展示や調査研究、ホームページ等での資
料の公開等により、有効活用をはかる。

会計年度任用職員報酬・費用弁償　1,915千円
資料保存修復委託料　488千円他

市民学芸員協働事業 814

市民学芸員をはじめとする各種の博物館ボランティ
アを育成して、博物館事業への参加を促進し、市民
とともに歩む博物館を実現する。

会計年度任用職員報酬・費用弁償　753千円他

健康づくり支援センター管理
事業

183,309

「健康で美しく長生きできるまちづくり」の実現に
向けて、市民の健康保持・増進をハード・ソフト両
面で支援する袖ケ浦健康づくり支援センターの管理
運営を指定管理者に委託するとともに、総合的な健
康づくり活動を展開する。

健康づくり支援センター指定管理委託料
　　　　　　　　　172,404千円
入退場システム・トレーニング機器等貸借料
　　　　　　　　　　 4,286千円他

特定健康診査等事業・特定保
健指導事業（国保会計）

66,683

高齢化の急速な進展に伴い、疾病全体に占める割合
が増加している糖尿病等の生活習慣病の予防のた
め、国民健康保険加入者のうち、４０歳以上７４歳
までの対象者に特定健康診査及び特定保健指導を実
施し、健康の保持増進を確保しながら、医療費の抑
制を図る。

特定健診委託料　55,539千円
保健指導会計年度任用職員報酬等
　　　　　　　　　3,813千円他

がん検診事業 83,007

健康増進法に基づき、胃がんや肺がんなどの各種が
ん検診を実施し、病変を早期発見し、早期治療につ
なげることで、健康保持及び増進を図る。

各種がん検診等委託料　82,373千円
クーポン券等印刷製本費　　  501千円他

予防接種事業 195,639

予防接種法に基づき、麻しん風しんや日本脳炎のほ
か、令和元年度から成人の風しん（令和３年度ま
で）を含めた定期予防接種を実施し、伝染のおそれ
がある疾病の発生及びまん延を予防する。

各種予防接種委託料　193,861千円
予診票等印刷製本費　       745千円他
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【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

在宅当番医事業 2,063

市民が安心して生活できるよう、君津木更津医師会
及び君津木更津歯科医師会の協力を得て、日曜日・
祝日・年末年始の急病・怪我に対し、早く適切な医
療が受けられる体制を維持する。

在宅当番医制事業委託料　1,903千円
在宅当番歯科医事業委託料　160千円

夜間急病診療所等運営事業 40,121

市民が安心して生活できるよう夜間でも急病人が迅
速に医療を受けられる体制を維持する。

君津郡市夜間急病診療所負担金　5,574千円
二次待機施設負担金　　　　　34,547千円

身近な交流の場づくり推進事
業

2,724

身近な地域において、高齢者、子育て中の親子等が
孤立しないよう交流できる場（サロン）づくりや、
地域の特性に合わせた活動の実施などを支援し、地
域福祉推進の基盤づくりを進めます。

地区社会福祉協議会サロン開催費補助金
　　　　　　　　　　　2,724千円

ボランティアセンター運営支
援事業

846

ボランティア活動を通じた地域福祉活動への支援
や、地域福祉を推進する人材の育成を目的として、
ボランティア活動の活性化及びボランティアやボラ
ンティアリーダーの支援・育成を行う。

社会福祉協議会補助金　　846千円

自立相談支援事業
【拡充】

11,684

生活困窮者が抱える多様な問題等についての相談を
行うとともに、関係機関との連絡調整等を行うこと
により自立の促進を図る。
また、令和3年度から相談時にIT機器を導入する。

自立相談支援員報酬等　11,544千円
自立相談支援運営費　　　  140千円

学習支援事業 6,624

子どもが将来自立した生活ができるよう学習機会及
び居場所を提供し、学習習慣や日常生活習慣の形成
等を図る。

学習支援事業委託費　6,418千円
送迎用車両車検代等　　206千円

一般介護予防事業（介護会
計）

8,033

地域における高齢者の介護予防の取組みの普及啓発
を行い、活動につなげる。また、活動団体への補助
金の交付やリハビリテーション職の関与による介護
予防の強化を図る。

介護予防把握事業　3,852千円
地域リハビリテーション活動支援事業
　　　　　　　　　　　　　　　　2,124千円
介護予防普及啓発事業　155千円他

介護人材確保育成支援事業
【拡充】

608

介護サービス等に従事する人材の確保・定着を図る
ことを目的に、介護職員初任者研修を受講又は介護
支援専門員資格若しくは主任介護支援専門員資格を
取得し、かつ市内介護サービス事業所等に就労して
いる者へ受講料等を助成する。

介護人材確保育成支援事業補助金　608千円



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

世代間支え合い家族支援事業 3,900

高齢者と子等が新たに袖ケ浦市で同居又は近隣に居
住するため、住宅の新築、購入、増改築、転居等に
要する費用の一部を助成することにより、高齢者の
孤立を防ぐとともに、世代間でお互い支え合いなが
ら生活する多世代家族の形成を促進する。

新築等の費用の助成　3,900千円

高齢者タクシー料金助成事業
【拡充】

5,659

居宅で生活する移動手段を持っていない高齢者に対
し、日常生活に必要な移動手段の確保と経済的負担
を軽減するため、高齢者タクシーを利用した場合
に、その運賃の一部を助成することにより高齢者の
移動を支援する。
令和３年４月から対象者を一部拡充し実施する。

扶助費　5,552千円他

生活支援体制整備事業（介護
会計）

19,899

住民同士の助け合いやＮＰＯ等多様な主体による生
活支援サービスの充実を図り、地域における支え合
いの体制づくりを進める。

委託料　19,876千円他

介護予防・生活支援サービス
事業（介護会計）

102,337

介護保険制度における要支援認定者等の多様な生活
支援の需要に対応するため、介護予防の訪問・通所
介護等のサービスに加え、住民主体の助け合いによ
る生活支援活動を行う団体に対し、その活動の維
持・拡大に対する支援を行うとともに新たな活動団
体の創出を支援し、多様な介護予防・生活支援サー
ビスの提供体制を整備し、要支援者等の在宅生活の
安心確保を図る。

訪問型サービス費　27,622千円
うち住民主体の活動団体補助金　530千円
通所型サービス費　48,450千円
うち住民主体の活動団体補助金　290千円
他

認知症サポーター養成等事業
（介護会計）

83

認知症の人やその家族が、住み慣れた地域で安心し
て生活していくことができるよう、認知症に対する
正しい理解を深め、認知症の人やその家族を温かく
見守る応援者となる認知症サポーターの養成を地域
住民や企業等、幅広く実施する。また、認知症サ
ポーターステップアップ研修の開催により、サポー
ターが地域で自主的に活動できるよう意識付けや情
報提供を行う。

認知症サポーター養成講座教材　56千円他

シルバー人材センター支援事
業

8,250

高齢者の生きがいづくりや社会参画の推進を図るた
め、シルバー人材センターの運営を支援する。

補助金　8,250千円

日常生活用具給付等事業 16,208

障がい者等の日常生活上の便宜を図るため、日常生
活用具の給付等事業を実施する。

扶助費　16,208千円

相談支援事業 24,066

障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営む
ことができるよう支援するため、障がい全般及び障
がいごとの相談支援事業を実施する。

委託料　23,865千円
報償金　     195千円他



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

（一般）
2,070

判断能力が十分でない人を保護し、支援するための
成年後見制度の利用を支援するため、対象となる当
事者に代わって成年後見人等選任のための申立て
や、成年後見制度の利用に係る費用等の助成を行
い、高齢者や障がいのある人等の権利擁護を図る。

扶助費　1,680千円
通信運搬費、手数料　360千円他

（特別）
3,285

扶助費　2,895千円
通信運搬費、手数料　291千円他

災害情報等伝達手段確保事業 7,993

災害時又はその恐れがある場合において、気象警報
や避難勧告等の緊急情報を迅速かつ確実に住民へ伝
達するため、防災行政無線等の情報伝達システムの
保守点検・管理及び運用を行う。

ＩＰ無線利用料　1,270千円
防災行政無線保守点検等　4,827千円他

震災対策備蓄倉庫管理事業 27,105

非常用食糧等の定期的な点検と計画的な更新を行う
とともに、避難生活に必要な資機材の整備を図り、
有事に備える。また、備蓄倉庫の屋根外壁等の改修
を行う。

備蓄倉庫外壁屋根等改修工事
　　　　　　　　　22,044千円
非常用食糧等更新　  3,750千円
防災資機材購入　　  1,082千円他

自主防災組織支援事業 1,358

自分たちのまちは自分たちで守るという心構えに基
づき、地域住民が主体的に結成する自主防災組織活
動の充実と新たな自主防災組織の設立を支援し、地
域防災力の向上を図る。

自主防災組織新規設立分貸与資機材購入
　　　　　　　　　　　800千円
自主防災組織貸与資機材更新分購入
　　　　　　　　　　　400千円他

防災訓練事業 143

地震等の大規模災害に備え、市及び関係機関が連携
し、地域住民と一体となった実践的な防災訓練を実
施する。

訓練用消耗品・賄材料等購入　76千円
訓練会場グラウンド整備委託　33千円他

災害対策コーディネーター養
成事業

374

自分たちの地域は地域のみんなで守る、「共助」へ
の取組み支援の一環として、平時には自主的に地域
活動に参加し、防災知識の普及や意識の向上に努
め、災害時には自主防災組織、ボランティア等と連
携・協力して、行政など関係機関との連絡調整等の
役割を担う人材を養成することにより地域防災力の
強化・充実を図る。

災害対策コーディネーター養成講座委託料
　　　　　　　　　　　　　320千円他

防犯灯設置管理事業 26,166

防犯灯の適切な設置及びリース方式による維持管理
を行うことにより、夜間の通行における市民の不安
解消と犯罪の抑止を図る。

袖ケ浦市ＬＥＤ防犯灯等賃貸借
　　　　　　　　　　15,323千円
 防犯灯電気料　  　 　 9,328千円他

成年後見制度利用支援事業
（一般会計・特別会計）
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【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

防犯対策推進事業 1,927

市民に対し、ホームページや生活安全メール等によ
り情報提供を行うことで、市民の防犯意識の向上を
図る。
また、街頭防犯カメラを計画的に設置し、その周辺
地域全体の防犯力アップと犯罪発生を抑止すること
で、市民が安全で安心して暮らせる地域社会の実現
を図る。

街頭防犯カメラ設置工事　1,703千円
街頭防犯カメラ電気料　　　170千円他

地域防犯体制強化事業 3,211

自主防犯組織等の防犯関係団体に対し、リーダー研
修会等による団体の育成と支援を行う。
また、市内各地で防犯啓発活動を行う防犯協会や防
犯指導員協議会の活動を支援することで市民の防犯
意識を高揚させ、市民が安全で安心して暮らせる地
域社会の実現を図る。

袖ケ浦市防犯協会補助金　2,072千円
袖ケ浦市防犯指導員協議会補助金
　　　　　　　　　　　　1,086千円他

交通安全対策事業 1,066

警察署や交通安全協会等の関係機関・団体との連携
により、子どもや高齢者を対象とした交通安全教室
の開催及び、広報・啓発活動により市民の交通安全
意識を高め、交通事故防止に向け、交通ルールの順
守と交通マナーの向上を図る。

交通安全連絡協議会補助金　720千円
高齢者運転免許証自主返納支援事業補助金
　　　　　　　　　　　　　260千円他

消防用車両購入事業
【拡充】

77,158

複雑多様化する災害に対応するため、老朽化した消
防車両を最新装備の消防車両に更新し、災害時にお
ける警防体制を充実させるとともに、被害の拡大防
止及び軽減を図る。

工事請負費（水槽付消防ポンプ自動車更新）
　　　　　　　　　　　76,930千円他

非常備車両購入事業 26,555

複雑多様化する災害に対して、消防団単独でも災害
活動に対応することができるよう老朽化した非常備
消防車両を、救助資機材等を積載した小型動力ポン
プ付積載車へ更新することで、災害時における警防
体制を充実させ、被害の拡大防止及び軽減を図る。

工事請負費（小型動力ポンプ付積載車２台購入）
26,441千円他

消防団詰所建設事業
【新規】

41,332

建築基準法改正前に建築し、老朽化及び耐震性の低
い消防団詰所について、統合の可否等、組織の見直
しを視野に入れつつ計画的に改築等を行い、地域で
防災活動の中心となる消防団詰所の安全確保を図
る。

工事請負費（第１４分団詰所建設）
　　　　　　　　　41,085千円



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

火災予防啓発事業 1,334

市民一人ひとりが火災予防の意識を持ち、又はこれ
を実践することにより、火災等の発生及び被害を軽
減し、市民が安心・安全に暮らせる防災体制を確立
する。

需用費（火災予防、火災調査関係消耗品等）
　　　　　　　 　       　632千円
報償費（火災予防運動関係記念品等）
　　　　　　　        　　406千円他

消費生活相談・消費者意識啓
発事業

5,880

「悪質商法」、「定期購入」や「通信販売」等の消
費生活に関する相談事業並びに消費者被害を未然に
防止するための啓発事業を実施し、消費者の保護に
努める。

消費生活相談員報酬　4,884千円他

まちの美化推進事業 3,289

市内一斉清掃や臨海地区清掃、ポイ捨て防止啓発活
動及び環境美化推進員の市内巡回などにより、市民
の美化推進意識の向上を図るとともに、雑草等が繁
茂する空き地等の所有者に対して適正管理を指導す
ることにより、清潔で美しいまちづくりを推進す
る。

一斉清掃報償金　1,550千円
環境美化推進員報酬　792千円他

自然環境保全事業 6,290

椎の森自然環境保全緑地等の整備や管理を行うとと
もに、市内の工場等で緑地の確保に努め、鳥獣保護
及び特定外来生物や有害鳥獣の捕獲・処分を行うこ
とにより、自然環境を保全する。
また、市民が環境保全に対して高い意識と正しい知
識を持ち、環境保全のための行動を促すため、各種
環境事業を実施し啓発に努める。

小鳥の森管理委託料、除草伐採委託料、アライグマ
等搬送委託料 　5,010千円他

地球温暖化対策事業 9,764

家庭における地球温暖化の防止及びエネルギー利用
の効率化を図るため、自然エネルギー設備や省エネ
ルギー設備の導入、緑のカーテンづくりを促進す
る。

住宅用省エネルギー設備設置補助金
　　　　　　　　　　　9,660千円他

大気汚染監視機器整備事業 6,930

大気環境の状況を的確に把握するために、耐用年数
を経過した測定機器等を計画的に更新する。

大気汚染物質測定器購入費　6,930千円

ごみ減量化推進事業 54,068

各家庭において、ごみの指定袋制により「燃せるご
み」と「燃せないごみ」に分別し、排出量に応じた
費用負担とする経済的な動機付けにより、ごみの排
出抑制を図る。
また、ごみの減量化に向けた啓発活動に取り組み、
ごみを出さない生活への転換を図ることで、循環型
社会づくりを推進する。

ごみ指定袋製造委託料　32,496千円
ごみ指定袋・粗大ごみ処理券販売手数料等
　　　　　　　　　　　13,011千円他



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

ごみ資源化推進事業 70,659

住民の自主的なごみ資源化活動を支援するととも
に、廃棄物減量等推進員の分別指導等により資源回
収事業の実効性を高めることで、ごみの排出抑制と
資源の適正な循環的利用を図る。

資源回収委託料　48,151千円
資源回収助成金（自治会・団体）8,800千円他

ごみ処理施設長寿命化事業 24,579

老朽化により維持管理費用が増大しているごみ処理
施設の改修等を行うことにより、コスト縮減とごみ
資源化を図りつつ、ごみ処理施設の長寿命化を図
る。

ごみ処理施設改修工事費　24,579千円

次期広域廃棄物処理事業 2,000

令和９年度からの次期広域廃棄物処理施設の整備を
実施し、安定的かつ継続的なごみの処理を行う。

次期広域廃棄物処理事業負担金（アドバイザリー業
務委託費、準備室の運営費）
　　　　　　　　　　　　2,000千円他

合併処理浄化槽設置補助事業 10,185

公共下水道および農業集落排水区域以外での合併浄
化槽の設置を促進し、生活排水による公共用水域の
水質汚濁防止を図る。
また、生活排水の放流先がない地域において、生活
排水処理施設の設置を促進し、快適な住環境の整備
及び公衆衛生の向上を図る。

合併処理浄化槽設置事業補助金　8,568千円
生活排水対策浄化槽推進事業補助金（撤去費）
　　　　　　　　　　　　　　1,200千円他

廃棄物・土砂対策事業 9,007

廃棄物の不法投棄を防止するとともに、土砂等の埋
立て等による土壌汚染や災害発生を防止することに
より、生活環境及び自然環境の保全と公衆衛生の向
上を図る。

土砂等対策指導員報酬等　6,174千円
水質・土壌分析、不法投棄等監視調査委託料等
　　　　　　　　　　　　1,726千円他

地籍調査事業 8,618

一筆ごとの土地について、地籍（地番、地目、境
界、面積、所有者）を明らかにし、その結果を地図
及び簿冊に作成し、登記所へ備え付ける。

地籍調査業務委託料　7,500千円他

景観まちづくり推進事業 285

自然や歴史･文化などの景観資源を活かし、市民が
愛着と誇りを感じる、魅力あふれる袖ケ浦の景観づ
くりの実現を図る。また、屋外広告物について必要
な規制を行い、良好な景観を形成するとともに、市
民に対し情報提供や啓発活動を行うことで、景観に
関する意識向上を図る。

景観審議会関係　137千円
景観アドバイザー関係　53千円他

公園緑地管理事業 179,173

公園緑地を良好な状態に維持管理し、これらの施設
が持つ機能を有効に発揮させ、来園者等に憩いと安
らぎの場を提供する。

指定管理委託料　172,288千円
工事請負費（インフラ工作物）4,468千円他
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【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

高須箕和田線建設事業（南袖
延伸）

355,240

【R3年度】175,240千円
道路築造工事（南袖側）L=240ｍ、（区画整理
側）L=110ｍ、舗装新設工事L=380ｍ、橋梁上部
工事変更設計積算委託他
【継続費】180,000千円
橋梁上部工事（橋桁架設工、床版工、防護柵工）、
橋梁上部工事施工管理委託

西内河根場線建設事業 38,330 県事業地元負担金

三箇横田線建設事業 95,197

(Ⅰ期1工区)77,320千円
交差点改良工事（県道長浦上総線の北側）他
(Ⅰ期2工区)17,877千円
用地買収、境界杭設置委託他

国県道・自動車専用道路等整
備促進事業

421

広域幹線道路のネットワークを形成し、市内の交通
利便性の更なる向上、地域の更なる活性化を図るた
めに（仮称）かずさインターチェンジや東京湾岸道
路などの整備促進について国・県に要望する。

橋梁長寿命化修繕事業 168,516

市道路橋１３５橋について、５年に１回の定期点検
が義務化されていることにより、計画的に定期点検
を実施する。また、点検結果に基づき、予防的な補
修工事及び老朽化した橋梁の撤去工事を実施する。

橋梁撤去工事（新川橋）上・下部工
　　　　　　　　　　　　 110,000千円他

交通安全施設維持管理事業 108,421

老朽化した交通安全施設の補修や新設整備により安
全で円滑な道路交通を確保する。

道路照明灯修繕工事（LED化）
　　　　　　　　　　　　２８,０００千円

道路アダプトプログラム事業 364

協働のまちづくりを理念に、市民参加による道路の
美化活動を支援し、市民と協働して道路の美化環境
の形成を図る。

草刈り機用替え刃代、燃料費等　364千円

奈良輪雨水ポンプ場維持管理
事業

18,635

奈良輪雨水ポンプ場の適正な維持管理を行い、奈良
輪第一排水区全体を浸水被害から守る。

保守点検管理委託費　10,769千円他

下水道維持管理事業（公共下
水道）

378,578

包括的維持管理業務委託を活用した施設の効率的か
つ適正な維持管理を行うとともに、施設の延命化を
図り、公共用水域の水質保全に努める。

終末処理場等施設包括的維持管理業務委託料
224,826千円他

下水道維持管理事業（農業集
落排水）

52,229

包括的維持管理業務を活用した施設の効率的かつ適
正な維持管理を行うとともに、施設の延命化を図
り、公共用水域の水質保全、農村の生活環境の改善
に努める。

袖ケ浦東部浄化センター等包括的維持管理委託料
40,322千円他



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

ストックマネジメント事業
（公共下水道）

28,809

袖ケ浦市下水道ストックマネジメント計画に基づ
き、施設の点検調査や改築更新を行うことにより、
既存ストックの長寿命化や維持管理コストの平準化
を図るとともに、施設の故障や事故を未然に防止す
る。

ストックマネジメント計画　基本・詳細設計委託
25,500千円他

下水道総合地震対策整備事業 18,800

大規模地震等の災害時においても、下水道の機能や
公衆衛生を確保するため、主要な汚水管渠の耐震化
を実施すると共に、避難所へのマンホールトイレの
整備を図る。

管渠耐震化工事　11,000千円
マンホールトイレ整備工事（代宿公民館）
　　　　　　　　　　　　7,000千円他

木造住宅耐震化促進事業 14,700

市民の居住する木造住宅の耐震診断・耐震補強を促
進するために、耐震相談会の開催、耐震診
断・耐震補強、及び耐震補強と同時に施工するリ
フォーム工事に係る費用の助成を行い、「地
震に強いまちづくり」を推進する。

木造住宅耐震改修補助金　8,800千円
木造住宅精密耐震診断等委託料　2,840千円他

市営住宅維持管理事業 3,721

健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、
これを住宅に困窮する低額所得者に対して
低廉な家賃で賃貸し、生活の安定と社会福祉の増進
に寄与する。

施設等修繕費　2,859千円
その他の管理費及び事務費　786千円他

空家等対策事業
【一部新規】

49,422

空家等対策の推進に関する特別措置法及び条例等に
基づく施策を進めることにより、市民等の生命、身
体及び財産を保護するとともに、良好な生活環境の
保全を図り、あわせて空家等の活用を促進し、安
全、安心で環境の整ったまちづくりに寄与する。

空き家対策管理支援システム賃借料
　　　　　　　　　　　　　　　  1,294千円
代執行（工事、補償費）45,989千円他

高速バス利便性向上事業 20

バス事業者に路線の延伸や増便などについて、継続
的に要望活動を行い、高速バスの競争力強化に向け
た更なる利便性向上を図る。

出張時旅費　20千円

地域公共交通づくり事業
【一部新規】

66,402

地域住民の交通利便性を確保するため、既存バス路
線の運行を維持するとともに、利便性向上を図る。
また、交通弱者の移動手段となる、地域住民・ＮＰ
Ｏ等の主体的な取組を支援する。

袖ケ浦市地域公共交通活性化協議会補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　3,620千円
バス路線開設運行費補助金及びバス路線維持費補助
金　　59,982千円他



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

担い手育成・支援対策事業 5,556

農業関係機関や集落等と調整し、農地中間管理事業
の活用による農地集積の促進や「人・農地プラン」
の作成を支援し、地域・集落単位による経営体や認
定農業者などの担い手を育成する。

農地流動化促進対策事業補助金　2,730千円
農地中間管理機構集積協力金　2,000千円他

農業後継者育成対策事業 1,150

農業経営の安定化と長期営農化を推進するため、そ
の農業経営を継承する農業後継者及び新たに農業を
始める新規参入者に対し、補助金を交付する。

農業次世代人材投資資金　750千円
新規就農者育成事業補助金　400千円

県営経営体育成基盤整備事業
（浮戸川上流Ⅲ期地区）

2,349

高生産性農地の整備及び担い手の育成、農地の集積
の推進を図る。

令和３年度は、付帯工事・換地業務を実施
工事負担金　2,349千円

県営経営体育成基盤整備事業
（武田川下流地区）

9,744

高生産性農地の整備及び担い手の育成、農地の集積
の推進を図る。
令和３年度は、幹線道路工・付帯工事・換地業務を
実施

工事負担金　9,744千円

土地改良推進事業
【一部新規】

16,904

農地の大区画化や汎用化、農業水利施設の長寿命化
やパイプライン化・ＩＣＴ化等の整備を行い、農地
中間管理機構による担い手への農地集積・集約化や
農業の高付加価値化、高収益作物の導入、水利用の
効率化・水管理の省力化等を推進する。

大鳥居地区基本計画検討委託費　4,572千円
ため池ハザードマップ作成業務委託
　　　　　　　　　　　　　 　12,050千円他

農地農村環境保全事業
88,514

地域で行う水路の草刈りや泥上げ、農道の維持補
修、花の植栽による景観形成等に支援を行い、自然
環境の保全及び良好な景観の形成等の地域資源の適
切な保全管理を推進する。

農地維持支払交付金　29,216千円
資源向上支払交付金　58,719千円他

有害鳥獣駆除事業 22,247

農畜産物又は生活環境等に被害を与えている鳥獣に
ついて、鳥獣保護との調整を図りながら、有害鳥獣
の駆除を行い、その被害を防止又は抑制する。

補助金（袖ケ浦市有害鳥獣対策協議会）
　　　　　　　　　　　8,106千円
委託費（有害鳥獣駆除委託、健康診断）
　　　　　　　　　　　7,196千円他

農畜産物の魅力向上事業 576

農畜産物の高品質化と消費者の安全・安心へのニー
ズに対応できるよう環境にやさしい農産物の普及拡
大を推進する。また、生産者が自ら加工・販売を行
う６次産業化に取り組む農業者へ補助事業を活用し
た支援を行うとともに、商業者等と連携し、農畜産
物の魅力を発信し、販路拡大を図る。

６次産業化支援事業補助金（ソフト・ハード支援）
500千円他
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【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

体験農園支援事業 540

体験農園を開設する農業者に対し、利用者募集の支
援や補助金の交付により開設支援を行い、体験農園
の開設を推進し安定した農業経営を確立するととも
に、市民等への農業体験機会の拡大を図ります。

体験農園支援事業補助金（農園整備、運営支援）
540千円

観光・直売型農業推進事業 759

観光・直売型農業の拠点となる農畜産物直売所で指
定管理者による管理運営を行い、農家の担い手の確
保・育成、地域農業の振興を図る。また、身近な消
費者に地元で生産される新鮮で安全な農畜産物を提
供することにより「地産地消」の促進を図る。

施設修繕費　500千円他

田園空間施設維持管理事業 13,765

農村・農業の貴重な歴史・文化・伝統技術や農村景
観などの農村資源を保全・復元するとともに、農業
体験の場を提供するひらおかの里農村公園等田園空
間施設の維持管理を行う。

管理委託料（ひらおかの里農村公園他２施設）
　　　　　　　　　　10,336千円他

森林経営管理事業 4,070

経営管理が行われていない森林について、市が森林
所有者の委託を受け経営管理することや、意欲と能
力のある林業経営者に再委託することにより、林業
経営の効率化と森林管理の適正化を促進する。

森林整備意向調査等委託料　3,883千円他

商店街魅力向上事業 2,347

商店会等が管理する共同施設（街路灯）の維持管理
費及び、商工会や商店会が行う市民と交流機会を確
保するために実施する事業に対し補助金を交付する
ことにより、魅力向上を図るとともに、持続可能な
商店会づくりを進める。

各商店会が実施するイベント等に対する補助金
　　８２５千円
一店逸品運動事業、テイクアウト事業に対する補助
金　　４８０千円他

企業等振興支援事業 233,983

企業経営の安定化と事業の高度化、また、産業の振
興を図るため、県及び近隣市と連携しながら、規制
緩和等の側面的支援を行うとともに、市内企業や関
係団体を通じた意見交換により、ニーズや課題を把
握するなど、市内企業とのネットワークの強化に努
める。
また、一定規模以上の設備投資に対して奨励金を交
付することで、企業の新規立地及び設備投資の促進
を図るとともに、地元雇用奨励金を交付することで
雇用の促進を図る。

企業振興条例に基づく奨励金　169,324千円
椎の森工業団地企業立地促進条例に基づく奨励金
　　　　　　　　　　　　　　  64,645千円他



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

中小企業支援事業 227,128

市内中小企業の経営基盤の安定・確立を図るため、
融資や利子補給により資金繰りに対する支援を行う
とともに、経営相談等に対応する相談体制を充実
し、中小企業・小規模事業者のニーズに対応した、
きめ細かなサポートを行う。

中小企業融資貸付預託金　200,000千円
中小企業融資資金利子補給補助金
　　　　　　　　　　　　　24,032千円他

観光振興支援事業 10,623

観光協会の活動を支援、また連携を図り、本市が有
する豊かな自然環境や地域資源を活用しながら、本
市の魅力発信や外国人旅行者に対応した取組み、観
光客の市内回遊性を高める取組みなどを進め、魅力
ある観光地域づくりを推進するとともに交流人口を
増加させ、地域の活性化を図る。

観光協会活動支援事業　7,497千円
地域回遊促進事業　1,149千円
観光情報発信事業　1,977千円

地域資源活用支援事業 81

大学、高等学校との連携により、若者の視点による
本市の豊かな地域資源の新たな活用方法について検
討を進める。

出張時等旅費　30千円他

就労支援・雇用促進事業 32

市民の就業機会及び市内企業の雇用機会を確保する
ため、市内企業による合同の会社説明会や会社見学
会の開催、企業が開催する就職面接会の開催に対し
支援を行う。また、関係機関と連携しながら就労支
援セミナー等を開催することで、各年代に応じた就
職や進路のサポートを行う。さらに、人材不足への
対応として、外国人労働力の活用について、市内企
業の意向を伺いながら、外国人の雇用に関する情報
提供を行う。

会社説明会チラシ印刷用紙代　3千円他

地域人材活用事業 1,073

地域コミュニティ活動の担い手不足を解消し、地域
の活性化を図るため、人材の発掘と担い手の確保に
取り組むとともに活動の場を提供する。

まちづくり講座運営支援委託　1,056千円他

自治振興対策事業 1,833

自治連絡協議会や地区自治連絡会の自主活動を支援
するとともに、市民の自治会等への参加を促進する
ことで、地域住民相互の交流や明るく住みよい地域
社会の形成、地域主体のまちづくりを進める。

地区自治連絡会育成事業（地域活性化推進事業補助
金）　1,200千円
地区自治連絡会育成事業（地区自治連絡会運営費補
助等）　531千円他

地域まちづくり協議会支援事
業

1,106

住みやすい地域をつくるため、地域全体で意見を出
し合い、地域の課題を取り上げ、地域コミュニティ
が連携・協力することによって様々な課題を解決
し、地域の実情に応じたまちづくりを進める。

地域まちづくり協議会補助金　850千円他

 
６
 
市
民
活
動
・
行
財
政



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

市民協働推進事業 2,252

市民参加によるまちづくりの意識の醸成を図るとと
もに、多様化する市民ニーズに柔軟に対応するた
め、市民と行政の協働のまちづくりを推進する。

協働事業提案制度運営　1,766千円
市民活動情報サイト運営　275千円他

人権擁護事業 878

性別、障がい、国籍等の「違い」を認め合うととも
に、コロナ禍においても偏見や差別のない、全ての
人の人権が尊重される社会の実現を目指すため、人
権についての理解促進を図る。

袖ケ浦市人権擁護委員協議会補助金
　　　　　　　　　　　　614千円他

男女共同参画推進事業 467

男女が互いに人権を尊重し、家庭や地域生活におけ
る支え合いや協力により、男女がその個性と能力を
十分に発揮して自分らしい生き方ができる社会を実
現する。

男女共同参画セミナー等啓発関係　192千円
男女共同参画推進事業関係　218千円他

国際交流推進事業 806

第２次袖ケ浦市国際化基本方針に基づき、国籍や民
族に関係なく、すべての人が安心して暮らせる多文
化共生のまちづくりを推進する。また、袖ケ浦市国
際交流協会に対して活動費を助成することで市民レ
ベルの国際交流が積極的に行われるよう支援する。

国際交流協会運営事業補助金　800千円他

広報紙発行事業 17,980

市の主要施策や行政情報、各種行事、生活関連情報
などの様々な情報を掲載する広報紙「広報そでがう
ら」を発行する。
また、広報紙をより読みやすく、伝わりやすい紙面
とするためのリニューアルを行う。

広報紙印刷費　12,663千円
広報紙新聞折込み、宅配委託料　5,309千円他

ホームページ等管理事業
【一部新規】

5,175

市公式ホームページ等を通じて、各種行政情報やイ
ベントなど市民生活に必要な情報を的確に提供する
とともに、市の重点施策や市政の現状、市の魅力な
どを発信し、市政への理解や、市への興味・関心を
抱いてもらうことを目的とする。

ホームページシステム保守委託料　1,661千円
LINEを活用した情報発信ツール導入委託料及び使
用料　1,265千円他

市制施行３０周年記念事業
【新規】

13,455

市民参加による実行委員会を組織し、従来の市民夏
まつりの内容を盛り込んで開催する３０周年を祝う
メインイベント、子どもたちとイラストレーターが
未来のまちをデザインするプロジェクト、３０周年
をＰＲする横断幕・街路灯フラッグの掲出等を行
う。また、市政への功労者を表彰する記念式典を開
催するほか、市制施行時に埋設したタイムカプセル
の開封を実施する。

市民実行委員会補助金　8,800千円
記念式典関係費　3,896千円他



【施策分野】 事業名
予算額

（千円）
事　　業　　の　　概　　要

シティプロモーション推進事
業

4,546

「そでがうらシティプロモーション戦略基本方針」
に基づき、全庁的なシティプロモーションを推進
し、「将来にわたって、持続的に発展していくまち
“袖ケ浦”」の実現を目指す。

市勢要覧作成業務委託料　4,444千円他

全庁ＬＡＮシステム再整備事
業

44,366

庁舎整備事業の進捗に伴い、本市の業務基盤である
全庁ＬＡＮシステムの再整備を実施する。

全庁ＬＡＮ再整備支援委託　5,967千円他

庁舎整備事業 1,678,270

災害時に防災拠点となる市役所庁舎は、耐震強度の
不足とともに老朽化が進行しているため、既存旧庁
舎の建替え並びに既存新庁舎の耐震補強及び大規模
改修を行い、市民の安全・安心の確保と災害時にお
ける災害対策本部機能の確保・強化を図る。

庁舎整備設計・施工（継続費）
                 1,663,000千円
庁舎整備設計・施工監理委託（継続費）
　　　　　　　  15,200千円他

職員研修事業 8,490

多様化・複雑化する行政課題や市民協働等の施策に
対応し、市民サービスの向上を図るため、各種研修
の実施及び外部研修機関への職員派遣を行い、職務
遂行に必要な専門知識や技能を習得し、職員の資質
向上に努める。

研修委託料・参加負担金・講師報償金 等
　　　　　　　　　6,817千円他

火葬場整備事業 27,501

君津地域４市共同による火葬場を整備し、安定的な
火葬業務を運営することで市民福祉の向上を図る。

一般負担金（道路改良事業及び事務費）
　　　　　　　　　　　　27,500千円他

ファシリティマネジメント推
進事業

340

公共施設の効率的・効果的な運営を図るとともに、
適正配置・適正規模化の検討を進めるためファシリ
ティマネジメントを推進する。

保全マネジメントシステム利用料
　　　　　　　　　　　　　297千円他

ふるさと納税推進事業 30,040

地元特産品のＰＲ、地域経済の活性化及び自主財源
の確保を目的として、本市に一定額以上のふるさと
納税（寄附金）を行った市外在住者に対し、お礼品
として市の特産品等を送付する。

お礼品代金、配送料、業務代行手数料
　　　　　　　　　　30,000千円他


